
政策 安全で快適な都市生活の充実

施策 電子情報化の推進

基本事業

事務事業の目的と成果

行政手続の電子化

事業名 住民情報システム高度化事業
部名

課名

事業開始年度

事業終了年度

実施計画事業認定総務部

情報推進課

平成13年度

－年度

対象

対象

住民情報システム等（基幹系業務運用、住民情報システム
等開発）

意図

住民情報システム等を安定かつ円滑に稼動させ、また現
行システムのバージョンアップ（更新）により原課及び情報
推進課の業務の効率化・負担軽減を図るとともに、市行政
手続きの電子化に向けたシステム基盤を構築する。

手段

・既存の住民情報システム等に係るハードウェアの調達、保
守及びソフトウェアの保守
・既存の住民情報システム等の運用
・既存の住民情報システム等の新システム（TOPS）への移行
・新システムへの移行に合わせた現行業務の見直し

事業量・コスト・指標の推移
区分 単位

対象
指標1

システムで処理する業務数 業務数 20 20 20 20

対象
指標2

活動
指標1

活動
指標2

成果
指標1

成果
指標2

件

回

0

0

1 0 0

0 0 0

新システムへの移行数

システムトラブル回数及び運用ミスによるトラブル回数

単位コスト指標

事業費計（A） 198,640 223,656 176,242 201,685

 

正職員人件費（B) 29,253 29,043 28,210 28,511千円

 

千円

総事業費（A)＋（B) 千円 227,893 252,699 204,452 230,196

費用内訳

報償費 20千円、旅費 208千円、需用費 3,214千円、委託料 171,866千円、使用料及び賃借料 920千円、備品購入費 
14千円

（誰、何に対して事業を行うのか）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

（事務事業の内容、やり方、手段）

[0354]

事務事業評価表　平成23年度

20年度実績 21年度実績 22年度実績

22年度

会計区分 一般会計

23年度当初



理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

事業を取り巻く環境変化

事業開始
背景

事業を
取り巻く

環境変化

･国のｉ－Ｊａｐａｎ戦略2015、電子自治体の推進によっ
て技術的に｢電子市役所化」のスピードが急激に増加
する傾向にある。
・システム運用については、16年度よりアウトソーシン
グを開始し業務の質向上をめざしている。

（１）税金を使って達成する目的（対象と意図）ですか？市の役割や守備範囲にあった目的ですか？

義務的事務事業

妥当である

妥当性が低い

・住民記録、税賦課・収納、保険等基礎的な市の業務を支える事業であり行政として
基本業務である。

貢献度大きい

貢献度ふつう

貢献度小さい

･行政手続きの電子化に対応するためには、住民情報システム等の安定稼動と質の
高いシステムへの適宜のバージョンアップ（更新）が必要であり、電子市役所化の基
盤となるものである。

基礎的事務事業

（２）上位の基本事業への貢献度は大きいですか？

（３）計画どおりに成果はあがっていますか？計画どおりに成果がでている理由、でていない理由は何ですか？

あがっている

どちらかといえばあがっている

あがらない

制度改正等には適正なシステム改修を実施し、これまで重大なシステムトラブル等は
生じていないことから一定の成果がでているといえる。
しかし、各業務の制度が複雑化していることから、システム利用課及び情報推進課職
員の負担は軽減されてはいない。

（４）成果が向上する余地（可能性）は、ありますか？その理由は何ですか？

成果向上余地　大

成果向上余地　中

成果向上余地　小・なし

１６年度からシステム運用のアウトソーシングを開始したことにより、システムの運用は
安定した。それ以外の原課担当者のシステムに対する理解度向上、業務の細かな改
善など、なすべきことがまだ残されている。

（５）現状の成果を落とさずにコスト（予算＋所要時間）を削減する新たな方法はありませんか？（受益者負担含む）

ある

ない

現行の住民情報システムは、カスタマイズが多くプログラム構成内部の仕様が複雑
化し、制度改正等へのシステム対応の際にコストの増大を招いている。現行のシステ
ムを継続する場合は、コストの削減は困難といえる。
但し、将来的には、システムを再構築することで、運用保守経費を含めた削減が可
能であると考えている。

★

★

★

★

★

22年度の実績による事業課の評価（7月時点）


